
1－2 平成18年度における老人保健事業の実施について  

【ポイント】  

① 65歳以上の者については、老人保健事業により「健康診査」及び「健   

康手帳の交付」を実施し、別途、地域支援事業（介護予防事業）におい   

て介護予防に資する事業を実施。  

② 老人保健事業における65歳未満の者に対する事業は現行どおり実   

施。  

③ 「保健事業平成17年度計画」を引き継ぐ新たな計画の在り方につい   

ては検討中。  

ポイント① ～65歳以上の者に対する事業～  

（1）地域支援事業の創設  

「老人保健事業の見直しに関する検討会中間報告」や「社会保障審議   

会介護保険部会報告」等を踏まえ、介護保険制度において新たに「地域   

支援事業」を創設し、介護予防に資する事業を展開する。  

（2）老人保健事業における事業  

65歳以上の者に対しては、老人保健事業により「健康診査」及び「健   

康手帳の交付」を実施し、地域支援事業（介護予防事業）により、別途、   

介護予防に資する事業を実施する。  

なお、老人保健事業において実施する65歳以上の者に対する基本健   

康診査については、現行の診査項目に併せて生卿   

項目を実施する予定であ禰  

（3）老人保健事業の事業責  

65歳以上の者に対する「健康診査」及び「健康手帳の交付」以外の   

事業糞は、老人保健事業としては要求していない。  

（参考）  

平成17年度予算額  29，013，548千円  

平成18年度概算要求額  23．962，687千円  

（△5，060，861千円）  
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「介護保険制度の見直しに関する意見」（平成16年7月30日）  

社会保障審議会介護保険部会報告（抜粋）   

第2 制度見直しの具体的内容  
Ⅰ．給付の効率化・重点化  

1．総合的な介護予防システムの確立  

（2）「総合的な介護予防システム」の全体像  

（現状における課題）  

○ 一方、我が国の現状は、こうした基本的な在り方とは、かなり、かけ離れ   

た状況にあると言わざるを得ない。  

現行制度で高齢者に対し介護予防・リハビリテーションの観点から提供さ   

れているサービスとしては、市町村事業として実施されている「老人保健事   

業」や「介護予防・地域支え合い事業」のサービス、介護保険制度における   

「予防給付」や「介護給付」の一部、医療保険制度におけるリハビリテーシ   

ョンの一部など様々なものがある。  

しかし、これらのサービスは、①制度・事業の一貫性や連続性に欠け、対   

象者に空白や重複があること、②サービス内容も統一性がなく、各職種間の   

連携も十分でないこと、③対象者のニーズ・状況に関する的確なアセスメン   

トや、サービ云の結果に対する適切な評価が行われていないことなど、多く   

の課題を抱えている。  

（4）市町村事業の見直し  

（事業の一元化）  

○ 介護予防の観点から見ると、前述したように、要支援や要介護状態になる   

前の段階から生活機能低下の危険性を早期に発見し、適切な介護予防サービ   

スを提供することが重要である。  

このため、現在、介護予防の観点から公費に基づく市町村事業として実施   

されている「老人保健事業」や「介護予防・地域支え合い事業」については   

これまでの事業の評価に基づき、これを基本的に見直し、サービス内容を介   

護予防に効果的なものに切り換えるとともに、市町村が介護保険制度などと   

有機的な連携を保ちながら、積極的に事業展開することが可能となるような   

ものへと一元化していくことが必要である。  
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r介護予防に関する事業評価・市町村支援事業」  

の概算要求の概要  

事業の目的   

平成18年4月より介護保険制度に創設される介護予防事業（地域支  
援事業）及び新予防給付について、より介護予防の観点から効果的な事  
業（サービス）の実施が図られるよう、都道府県に市町村を支援するた  

めの事業等を検討するための委員会を設置し、広域的な観点から、市町  
村が行う介護予防に関する事業について、様々な支援を行う。  

事業の概要  

1．事業内容  
（1）市町村を支援するための事業等を検討するための委員会の設置  
・ 事業計画の策定  

・ マニュアルの作成  

・ 事業評価 等   

（2）市町村担当者に対する研修の実施  
保健師等の市町村の担当者   

（3）介護予防に関する啓発普及事業  

（4）介護予防地域リハビリテーション推進事業の実施（※）  

・介護予防地域リハビリテーション支援体制整備推進事業  
■ 脳卒中情報システム事業  

2．実施主体  都道府県  

3 平成18年度概算要求額  約5億円  
4 補助率  1／2（脳卒中情報システム事業は1／3）  

5 補助先  都道府県  

※留意事項   

平成17年度まで「疾病予防対策事業費等補助金」に計上していた地  
域リハビリテーション推進事業については、介護予防に関する事業を支  

援する事業として、地域支援事業において実施する方向で要求中。   

本事業のほか、改正介護保険制度施行後3年を目途として、介護予防  
に関する事業の費用対効果等を検証するため、継続的に評価分析を行う  

ための事業費を要求している。  
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平成柑年度「女性のがん緊急対策J  

概算要求の概要  

マンモグラフィ緊急整備事業  

1 平成18年度概算要求額  約39億円  

2 事業   

○ マンモグラフィ緊急整備事業  250台  

※ 各自治体における導入状況・計画を踏まえ整備。  

○ マンモグラフィ撮影技師及び読影医師養成研修事業  

3 補助率  1／2  

4 補助先  都道府県、市区町村、厚生労働大臣が適当と認める者  

5 負担割合 国   ：1／2  

都道府県：1／2以内  

市区町村、厚生労働大臣が適当と認める者：1／2以内  

※1 都道府県及び市区町村又は大臣が認める者で1／2負担分を調整。  

※2 市区町村及び大臣が認める者に対する補助は間接補助。  

※3 大臣が認める者は、検診機関、医療法人等。  

女性のがん検診及び骨粗痘痕啓発普及事業  

1 平成18年度概算要求額  約？．3億円  

2 事業   

○ 乳がん検診及び子宮がん検診についての啓発普及事業   
○ 骨粗紫症検診についての啓発普及事業   

3 補助先  都道府県（補助率：1／2）   

4 負担割合   国   ：1／2  
都道府県：1／2  
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